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政府の調達業務（物品・役務、公共工事）を支える情報システムの全体
像

• 政府の調達システムは、入札を前提として主に｢物品・役務｣と｢公共工事｣で分かれています
• このうち電子調達システム（GEPS）は、物品・役務（簡易な公共工事を含む。）に係る調達手続きを電子的に行う府
省共通システムです。
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少額物品調達業務（GEPSのサブ機能）の概要

3

※公募にて５者（ Amazon、アスクル、アルファパーチェス、 ライオン事務器、モノタロウ）を
選定。5事業者で7,200万点の商品を連携予定。内部カタログ事業者は約100社登録済。

機能概要（令和７年３月利用開始済）

電子調達システム（GEPS）

少額物品購入機能
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10府省庁で
利用開始済

内部カタログ
事業者

（中小規模事業者含む）

国

①
外部
カタログ
事業者用IF

②
内部
カタログ
事業者用IF

物品
データ

③
官側
利用者
サイト
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連携

• 少額物品(300万円以下)の調達(年間約45万件)は、入札を前提としている電子調達システムを利用できず、電子化の課題となっていました。

• 令和７年３月より、少額物品の調達において、民間事業者が出品した商品をマーケットプレイス形式※で検索・発注できる仕組みを導入

しました。 

※ 売り手と買い手がインターネット上で結ばれる取引市場のこと

• 電子化による業務効率化、調達コストの削減といった効果※が期待できます。

  ※ 誰もが参画可能な開かれた市場を提供することで、価格競争性の向上および法人価格での提供が期待



少額物品調達業務の業務フロー

現行業務に比べて商品決定までのプロセスが短縮化されています。

※画面はイメージです。

現
状
業
務

新
機
能
を
用
い
た
業
務

ボール
ペン

検索結果の表示

商品検索・注文 決裁 発注 会計手続き（支払等）

購入品検討 下見積依頼（複数社） 決裁 発注 会計手続き（支払等）

①購入したい商品を探す ②予決令に則り、複数社から見積
り取得

③商品を購入しても良いか

決裁をとる(購入伺い決裁)

④決裁に基づき発注 ⑤支払に係る会計手続きを行う

下見積依頼（複数社）

選択

発注先一覧

購入商品の価格比較、
発注先を選んでカートに追加

少額物品
調達業務

EASY

組織や費用分類
を選択

物品払出請求
決裁情報を連携

①少額物品調達業務にて
購入したい商品を探して注文

②少額物品調達業務から決
裁に必要な情報を連携

③決裁完了後、発注

ADAMSⅡ

④少額物品調達業務から
支払に必要な情報を連携

価格比較の効率化

（画面上で比較することで
相見積もりが不要）

EASYやADAMS連携による効率化

※各府省庁の帳票フォーマットも利用
できます。その場合、 EASY・ADAMS

連携をスキップできます。

ポイント①
ポイント⑤

価格競争によって
低価格な購入が可能

ポイント②

充実した商品ラインナップがあり、

仕様にあった商品を必要な時に必要な
数量を購入することが可能

ポイント③

請求書もシステム上で送付される
ため、紙ベースの事務手間が軽減

ポイント⑥

実績ベースで
発注から納品、検査までは
平均2.1日（最短は当日）
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納期の短縮

発注～納品・検査までの期間が平均
2.1日（最短は当日）まで短縮

ポイント④



（参考）商品比較のイメージ
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各府省庁の利用状況について
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取引数量 利用府省庁数（官署数）

事例１
本省・地方支分部局へ利用開始を推進する
通達の発出

事例２ 地方支分部局含めた説明会の実施

事例３
デジタル庁との質問表を用いた不明点の確
認と利用開始の準備、自府省庁内での利用
に当たってのFAQの作成

事例４
購入可能な商品を増やすため、内部カタロ
グ事業者への参入を依頼

利用に向けた各府省庁等の活動事例

各府省庁担当者の利用後の声

項目 利用者の声

購入までの
リードタイ
ムの削減

いつもの商社に依頼したら年度内に納品できないと
言われて、少額物品調達業務で検索してみたら表示
されたため、購入に至った。相見積の負担や購入ま
でのリードタイムを減らすことができた。

見積依頼して積算資料を作って、価格比較も実施不
要で、明らかに事務が効率化した。都内ということ
もあって半日で商品が届いた。

検査・請求
の手間

検査結果のやりとりの手間もなくなった。請求書も
すぐにシステム上で連携され、関係者に通知される
ため作業漏れの心配もなくなった。発注した情報が
そのまま請求書として反映されるため金額相違の
チェックも簡単でだった。

• 既に10府省庁、15官署（６月末時点）で利用中。

• 複数の府省庁において、地方支分部局を含めた組

織内での説明会等を実施。
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お願い

初めてご利用になる方へ
官側調達ポータルサイト（ https://www.p-portal.hq.admix.go.jp/pps-web-
gov/UZB01/OZB0101 ）のトップ画面、少額物品調達業務「初めてご利用
になる方」からご参照ください。

※官側調達ポータルサイトは、少額物品調達業務のほか、電子入札や
電子契約に関する官側調達業務の情報と業務の入口を整理した
サイトです。

• 電子化・システム間連携による業務効率化、調達コストの削減、電子契約率の上昇効果等が期待できますので、

各府省庁におかれては、他府省庁における取組を参考にして、利用促進に向けた対応をお願いします。

• デジタル庁では、各府省庁向けにシステム概要や導入に向けた質問を受け付ける個別説明会を実施

しております。

  ※ご希望の府省庁はデジタル庁電子調達システム担当までご連絡ください。
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（参考）令和７年６月末時点 電子調達システムにおける
電子応札率（入札率）および電子契約率

※少額物品調達業務をご利用いただくと、電子契約率は増加する予定ですが、上記の電子契約率には、少額物品調達業務の件数は加算されておりません。（集計中） 8

府省等
電子入札
案件数
(a )

電子応札
案件数
(b )

電子入札率
(b /a *10 0 )

電子契約
案件数
(x)

事後登録
案件数
(w )

請書省略
案件数
(z)

電子契約率
(x)/

(b + ｗ)*10 0

デジタル庁 3 15 2 0 0 6 3 .5 % 2 8 2 8 0 0 10 0 .7 %
内閣法制局 6 4 6 6 .7 % 4 1 0 8 0 .0 %
会計検査院 6 7 5 4 8 0 .6 % 4 3 0 0 7 9 .6 %
環境省 2 ,0 4 7 1,5 8 7 7 7 .5 % 1,2 8 8 19 3 0 7 2 .4 %
内閣官房 2 4 8 2 0 7 8 3 .5 % 14 6 1 0 7 0 .2 %
衆議院 119 9 1 7 6 .5 % 8 2 2 6 0 7 0 .1%
個人情報保護委員会 3 9 3 4 8 7 .2 % 2 3 0 0 6 7 .6 %
総務省 1,0 8 5 9 16 8 4 .4 % 6 0 5 3 3 0 6 3 .8 %
文部科学省 2 9 6 2 10 7 0 .9 % 12 3 0 0 5 8 .6 %
国土交通省 12 ,6 8 3 10 ,9 19 8 6 .1% 6 ,7 7 8 7 2 9 2 0 5 8 .2 %
内閣府 8 4 9 6 6 2 7 8 .0 % 3 8 8 18 0 5 7 .1%
公正取引委員会 9 0 8 1 9 0 .0 % 4 6 1 0 5 6 .1%
カジノ管理委員会 18 14 7 7 .8 % 8 1 0 5 3 .3 %
財務省 4 ,7 9 5 3 ,3 0 4 6 8 .9 % 1,9 0 0 3 2 3 0 5 2 .4 %
　金融庁 13 2 112 8 4 .8 % 5 7 2 0 5 0 .0 %
人事院 5 0 4 2 8 4 .0 % 2 0 0 0 4 7 .6 %
経済産業省 1,4 5 6 1,2 4 1 8 5 .2 % 6 0 8 6 9 0 4 6 .4 %
外務省 3 4 0 2 4 3 7 1.5 % 13 5 5 9 0 4 4 .7 %
農林水産省 5 ,7 9 4 3 ,9 2 4 6 7 .7 % 1,6 7 6 118 5 11 4 1.5 %
消費者庁 12 6 10 1 8 0 .2 % 4 2 2 0 4 0 .8 %
厚生労働省 4 ,2 7 7 2 ,8 4 7 6 6 .6 % 1,18 9 9 9 1 4 0 .4 %
最高裁判所 9 6 5 7 7 7 8 0 .5 % 3 2 2 6 3 1 3 8 .3 %
参議院 114 7 6 6 6 .7 % 2 4 0 0 3 1.6 %
法務省 4 ,4 18 2 ,8 5 1 6 4 .5 % 9 4 2 2 8 1 1 3 0 .1%
復興庁 2 4 18 7 5 .0 % 5 4 0 2 2 .7 %
こども家庭庁 10 2 8 1 7 9 .4 % 17 3 0 2 0 .2 %
警察庁 8 5 5 5 3 7 6 2 .8 % 8 8 4 5 16 .3 %
宮内庁 10 9 7 6 6 9 .7 % 11 1 0 14 .3 %
防衛省 2 ,3 19 1,4 3 3 6 1.8 % 17 2 3 3 0 11.7 %
国立国会図書館 0 0 0 .0 % 0 0 0 0 .0 %

合計 4 3 ,7 3 8 3 2 ,6 4 2 7 4 .6 % 17 ,0 2 4 2 ,14 4 5 3 9 4 8 .9 %
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